


























































































































































































































































































































ａｎｄＦｉｎａｎｃｅの1993年の第２・３号の特集など。 Berger, Hunter and Timme ［1993］
など）。実証的には，費用関数ないし生産関数を推計し，推定値と実現値
の残差をＸ非効率性として計測する手法を取っている。
　アメリカでは, S&Lについて, Mester［1993］などの研究（株式組織の
Ｓ＆Ｌの方が相互組織のＳ＆Ｌよりも非効率であるとの実証結果), EU諸国に
ついてMolyneux et al.［1996］（ＥＵの市場統合が金融機関のＸ非効率性を低
下させたことの実証）等の研究がある。日本でも，小平［1995］［1997],村
本・小平［1997],小西［1998],藤野［2004］などがあり，業態によるＸ
非効率性の存在とその差異が示されている。
［6.2］コミットメント・コストと非効率性
　リレーションシップ・バンキングの問題点として，金融審議会報告は，
「わが国の中小・地域金融機関は，……中小企業あるいは地域経済から期
待される役割を果たすため，取引先や地域へのコミットメントを行ってい
る。このため，中小・地域金融機関はそうしたコミットメントに伴い，以
下で述べるようなコスト，いわゆるコミットメントコストを負担すること
につながっていると考えられる。とりわけ，最近においては，金融機関の
経営力（審査能力，モニタリング能力等）不足，借り手企業の弱体化やモラ
ルハザード，ガバナンスの限界あるいは公的金融の存在，地域経済・財政
の厳しさといった外部環境を背景に，こうしたコストの顕在化は著しくな
ってきており，結果として，中小・地域金融機関の収益力の低下や財務体
力の低下，更には経営の健全性に対する預金者等の信頼を損ないかねない
財務状況をもたらしているのではないかと考えられる」と指摘し，具体的
には，
　・金利水準からは正当化できない信用リスクの負担，
　・地域における悪評の発生（レピュテーショナルリスク）を恐れた問題の
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　　先送り，
　・採算性を離れたサービスの提供，
を挙げている。そして，｢こうしたコミットメントコストの負担は，地域
に根ざして営業を展開する中小・地域金融機関にとっては避けることが困
難な面があることは否定できないが，中小・地域金融機関においても健全
性の確保が求められるのは当然であり，コミットメントコストの負担がリ
レーションシップバンキングの当然の前提であるといった認識は改め，金
融機関の経営に対する適正・有効な規律づけにより，適正な金利・手数料
を確保しつつコミットメントコストの発生を抑制していく必要がある｣と
指摘したのである。
　このようなコミットメント・コストの負担は，地域金融機関の経営には
非効率性を発生させているはずである。そこで，その検証を行なうことが
必要である。藤野[2004]は，都市銀行・地域銀行の効率性を確率的フロ
ンティア生産関数から計測し，都市銀行→地方銀行→第２地銀の順で，非
効率性が高まっていることを時系列で分析したが(図9)，非効率性の存在
を示すことで地域銀行がコミットメント・コストを負担している可能性を
示したものと理解できる(筒井[2004]もある意味で，この問題を論じている)。
　信用金庫について同様の分析はほとんどないが，峯岸[2003]によれば，
信用金庫のＸ非効率性は第２地銀よりも大きく，より大きなコミットメ
ント・コストを負担している可能性が強いことが指摘されている。この分
析は，図10のように，フロンティア費用曲線を測定し，このフロンティ
ア費用曲線からの乖離をもって，金融機関のＸ非効率性を計測したもの
である。これによれば，
　・信用金庫のＸ非効率性は，第２地銀よりも大きいこと，
　・都内信金のＸ非効率性は，第２地銀とほぼ同じ水準ないしそれより
　　も低いこと，
　・全国信金のＸ非効率性は，都内信金よりも大きいこと。
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（図9）業態別金融機関の効率性
という結果であった。この点から，信用金庫は，競争の厳しい都内では，
効率性を追及して経営を行なっていることが予想される一方で，東京圈以
外の地方部では，大きな非効率性を抱え，いわば大きなコミットメント・
コストを負担している可能性が強いのである。この非効率性の所以が，規
制によるものか，経営上の非効率性なのか，真のコミットメント・コスト
の反映なのかは不明である。しかし，相当部分がコミットメント・コスト
である可能性は排除できない。今後，この点をより明らかにする手法によ
る検証が必要である。
　先の藤野[2004]の分析を考慮すると，地銀→第２地銀→信金の順で非
効率性が大きいので，信金は，地域銀行よりも大きな非効率性を抱え，よ
り地域性を反映する状況にあり，大きなコミットメント・コストを抱えて
いる可能性が高いといえよう。
　播磨谷[2004]は，合併等の影響を中心に信用金庫の費用効率性を1999
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（図10）信用金庫のＸ非効率性
年度～2001年度について計測しているが(Data Envelopment Analysis[ＤＥＡ]
と確率的フロンティア関数による)，その結果は，
　・計測期間中，信用金庫間の効率性の格差が拡大している。地域別には，
　　北海道・近畿そして関東で全体よりも効率性が高く，北陸・中国で
　　は低いこと，
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　・効率性の要因分析によると，信金中央金庫への過度の収益依存が効率
　　性を低下させること，預貸率・店舗数・経費・不良債権比率とは負
　　の関係にあること（貸出に積極的なほど，店舗が多いほど，経費が高いは
　　ど，不良債権比率が高いほど非効率である），
　・合併直後の信用金庫ほど効率性が低いこと，
というものである。預貸率と負の関係にあるということは，貸出に積極的
になると非効率になるわけだが，ある意味でコミットメント・コストを負
担しているとの解釈も可能であろう。
［6.3］信用金庫の経営問題一経営者の長期在職問題など一
山　金融審議会の指摘
　金融審議会報告（2003年３月）は，「4.リレーションシップバンキング
の機能強化に向けた具体的な取組み」の中で，地域金融機関のガバナンス
問題を取り上げているが，「（2）情報開示等による規律」の「①ガバナンス
の強化による健全性の確保」には，
　「リレーションシップバンキングの担い手である中小・地域金融機関は，
　コミットメントコストを負担することに伴うリスクを負っている。こ
　れらの金融機関は，預金保険制度の下で，資産サイドのリスクをある
　程度預金保険機構や政府に転嫁することができるが，こうしたリスク
　分担の仕組みの下で，中小・地域金融機関のモラルハザードを防止し，
　その経営の健全性を確保し，預金者等の信頼を得るためには，ガバナ
　ンスを強化していく必要があると考えられる。
　　中小・地域金融機関については，地域における評判等によるガバナン
　スが働くとの指摘もなされてきた一方で，非上場銀行や協同組織金融
　機関については，市場による経営のチェックが行われにくく，ガバナ
　ンスが相対的に弱いのではないか等の指摘がなされてきたところであ
　る。加えて，中小・地域金融機関による不良債権処理に対する適切な
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　償却・引当の確保等，財務の健全性の確保に向けた取組みについてガ
　バナンスを働かせる必要性は大きいと考えられる。
　　さらに，中小・地域金融機関についてこれまで経営の健全性が損なわ
　れた事例の一部を見ると，「創案者一族による長期経営」，「経営トップ
　による過度なワンマン経営」，「特定大口先の融資拡大」等の弊害が明
　らかになっている。」
という指摘がある。
　地域金融機関にとって，ガバナンス問題は，すでに見たように，さまざ
まなルートで機能する。制度的には，監督当局，株主総会（総会・総代会），
役員という制度的システムと，格付け，株価，顧客（預金者・借入企業）な
どの非制度的（外部監視）システムが存在する（表14）。信用金庫などの協
同組織は，総会・総代会が株主総会に替わるチェック・システムであるが，
上場企業のように自由に株主が変わり，不特定多数が経営に参加すること
はない。信用金庫の場合，総会制をとるのは２金庫のみ（巣鴨信金と水島信
金（岡山））で，ほとんどが総代会則をとるが，信用金庫法第50条で規定
される総代選出の公平性確保は，地域ごとの選出人数の公平性のみで（『信
用金庫定款例』第26, 27条），選出方法の公平性は選考委員が理事長指名に
なっており（『信用金庫定款例』第27条），公平性の面で問題があるとされる
（宮村［2000］p. 253)。会員は，総代に立候補できず（総代候補者に異議申し立
てはできる），会員が総代に対し自分の意見を伝える機会もない，のである。
この点は，非上場の株式組織銀行でも，株式売買は相対取引しかなく，株
主がほぼ固定しているので，状況は似ている。
　しかし，上場株式会社であっても，社長が取締役を任命するので，役員
会に社長をチェックする機能が十分あるとはいえないとの議論もあ
り，2003年４月施行の商法改正で導入された委員会等設置会社の形態を
とって，社外メンバーのみで構成される指名委員会，報酬委員会，監査委
員会などの機能を重視すべきとの見解もある。信用金庫も，員外預金者総
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（表14）ガバナンスの構造―経営者へのチェック・システムー
代や社外総代を導入したり，指名委員会等を設置して，社外メンバーを入
れる方向を探る必要があるかもしれない。
②　長期在職問題
　先の金融審議会報告にある「創業者一族による長期経営」，「経営トップ
による過度なワンマン経営」の可能性について，宮村［2000］は，1979～
99年の過去20年の期間について(395金庫を対象），長期在職つまり１人
の経営者が理事長または会長（理事長が会長になった場合も含む）を10年間
務めた例が54.4％になると指摘した（20年間務めた例は，18.8％である）。
また，世襲は12.2％（世襲は同姓の場合に限り，姓が異なる場合（娘婿）は含
まないので，実際はもっと多い）。長期在職で世襲の事例は9.4%,長期ある
いは世襲は57.2％になるというので，信金の場合，創案者一族による長
期経営は, 9.4%という数字に近いのかもしれない。
　長期在職ないし世襲の問題は，経営上民主的ではないという印象的ない
し理念的側面もあるが，その経営効率がそうでない場合に比べて非効率に
なるか否かである。長期在職の場合，その経営者が有能であり，良好な経
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営を続けている可能性があり，結果として長期在職という可能性も排除で
きないので，いたずらに長期在職だから問題というわけでもなかろう。し
かし，長期在職ないし世襲によって，信用金庫の経営チェック機能の弱い
ことが，組織のパフォーマンスを下げるのであれば，問題がある。したが
って，世襲や長期在職をチェック・システムが弱いことの代理変数と考え
て，その経営パフォーマンスヘの影響を，宮村［2000］は費用関数の推計
によって行なった。その結果が，表15であるが，
　・業務費用に対する世襲ダミーの係数推定値は正（p値は6.21％）で，
　　世襲の信用金庫においては業務費用が高い可能性がある（業務費用を
　　約３％上昇させる），
　・長期在職については，業務費用との関係はない，
という解釈を示している。結果的には，長期在職・世襲制が顕著な非効率
をもたらしているとはいえないことが明らかであった。しかし，宮村が行
なった別のアンケート調査では，
　・長期在職であるか否かは，預金・貸出などの伸び，経営戦略などの違
　　いとの関係はみられなかった，
　・世襲信用金庫は，預金，貸出，個人貸出の５年間の伸びの平均は低い
　　（有意水準５％，以下同じ），
　・世襲信用金庫は地域密着，メディア（さらにＡＴＭ強化）を重視しない，
　・世襲信用金庫は渉外活動を重視しそうである（ただし，ｐ値は7.6%),
　・世襲信用金庫のパフォーマンス（特に成長）は，世襲ではない信用金
　　庫のパフォーマンスより劣っているものの，利益については不確定
　　なこと，
　・世襲信用金庫とそうでない信用金庫とのマーケティング戦略は違って
　　いそうである，
　・長期在職があるか否かでは，パフォーマンスや戦略の違いが見出され
　　なかった。
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という結果を得ている(宮村・住谷[2003])。
　このように，長期在職については，大きな問題はなく，むしろ世襲制に
ついての問題がありそうである。いずれにせよ，経営の透明性は信用金庫
にとっても不可避の課題である。
　　7.おわりに
　地域金融機関を，その概念，法律的側面，コーポレート・ガバナンス，
業況などといった視点から整理してきた。地域銀行・協同組織金融機関を
より各業態に則して，詳細に議論することも可能であるが，これは各業態
の解説書に譲りたい。問題は，地域金融機関の果たす機能が，経済学的に
いかなるものかを検討することであるにれについては，従来から規模の経
済性・範囲の経済性などとして論じられており，一定の蓄積がある(粕谷[1993],
宮村[1992],宮越[1993],堀[1998],村本[1994],井上[2003]など))。 6.で見
たように，近年，効率性・非効率性の観点からの議論も行なわれているが，
日本の金融システムが複線的金融システムに移行する中で，ネットワーク
の経済性などを検証することが次の課題である。
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(表15)宮村[2000.3]の費用関数推計
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